


























































































































¶o一括 合準 定量的方法 （?? ○ ○評 ’’”一‘’一価 個基 定性的方法 （?? ○
法 山別準 定量的方法 （4） ○ O ○ O


















































































③小　分　類 非研 ⑤ 雛嚢！票葵髪Al．1．1。⑧新製算書r　宅 究費合計 研究費E」F???????????
試験研究部費 X × × ≡ ］，・！・ ，繰延試験費償却額 × i■
そ　　の　　他 1× × × X × × 一
?????
市場開発費 × 1∵ ×’ ×新製品販売費 × ！ 一一 × ×そ　　の　　他 × × ， 1 X ×1 技術研究費 ；× 一 X ×≡
益！一般管理費　一 繰延研究費償却額 × × ×
そ　　の　　他 X X × ×；
二　1計1　1営業外費用繰延研究費償却額 × × ×
研究資金金利 × × X X × ×1×
算 そ　　の　　他 ×1・・1・X × ・1・
受取研究蚊益 ’ ■営業外収益 ×書 そ　　の　　他 × X 」 ，■




































































経 予 経研 応技 製 市調 製開
?、? ??
運
　　＼　　　　、＼チェツク項目＼ 理 算 究 術 遺 査 発 究 π 送
部 部 済部 用部 部■場部 品部 部 部 部
達 利　　　　益 レ レ レ レ成
目 市場占有率 レ レ レ
標 生　　産　　量 レ
必と 研究投資利益率 iレ レ蕃利 〒新規投資利益率 レ レ ??
金益 代替投資利益率 ■レ レ
長と 通常の設備利用度 レ レ 1レ
販費員の特別副練 一期の　　新の計関製特画連1品性 ，レ レ
荷扱と出荷 レ






程更 レ レ1研引安　　全 レ レi一




益 研究投資の利益 レ レ
の定 他の投資の利益 レ レ 「 「












業 設　　　　傭 『■ レ











迫 ■ レ ■
豊木 レ
務 ＝レ1
顧好 物理的性質i　　　　　　■ ＝?? ■＝ レ客




潜 需要の現状と見通し1 ，■ レ」
顧 客i　■ ■在 ■ レ■ レ
爵i五 市場占有率1 i『 レ レ 「一レ要 配 給　方 　■法1 「 一?? レ■ 「
工規 技術的要素■ ■ ≡ レ！ レ易 1レ ！
?，?
の模 特殊需要の性格． ！ レ：レ レ ≡≒ ，
料＝ 1 ■原 材 レ ■工立 ■一一 ■












レ ≡ レ ■レ
釆状 推定コス／l ■ レ レ■
態 利 益　計 一！　！図1レ1レI■ ■ レ「?
レ1 ■競状 価格・コスト・利益 ！ レ1 ■







































安　　定　　性 最上 良好 讐通 不良 最悪
1，浦場の垣久性 一 ’ 1 一2．独占市場の獲得可能性 ・ ・ ■ ■3．不況暗の安定佳 ■ ’ 一 ．4，戦蒔の安定性 一 一 ■ F5．市場の規模 一 ■ 一 一61代替又は模倣の困難性 一 ． ■ ’
断面図皿
成長性要素 撮上 良好 善通 不良 最悪
7、将来の大幅成長の可能性 ■ 一 一 一8． 需要状態又は供絵者遣加の必要性
一 ・ 一 一9、 輸拙の可能性
製晶又は工程の独持さ 一 一 ■ 一10、
u． 当該製品を支配しうる機会が当業 一 一 ’ 一
界に起こりっっあるか 一 一 一 一
断繭図皿
市場性要素 最上 裏好 菩逓 不良 最悪
12． 新製晶は現製晶と競合，模倣又ぱ
一 1 一 ■阻害しない
一 一 一 ’工3．類以分野における当社の名声
現在販売している市場との関係 ■ ■ ■ 一14、
15．顧客のサーピス要求と当社の能力 一 ・ 一 ’
16．将来の競争状態における当社のし 一 一 一 一











地 位 要　素 媛」二 良好 普通 不良 最悪








5． 原材料の垂直的統合の改善度 ?? ?? ■ ■
































































合 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～売上の年
平均増加率（劣） 計 O．51．O1，52．O2．53．O4．O5．06．O 9．O10．1







3．1～4．O3 1 1 1
≡4．1～5．O1 1 1
5、工～6IO2 1 1 ■
6．1～7．O8 2 1 1 1 1 1 i1
7．1～8．01 1
8．1～9I05 ユ 1 1 1 1 」
9．1～10．O2 2 ≡
10．1～11．01 1 ■一




































































































































年 化学工業（15杜） 電気機械］二業（7杜） 機械工業（12杜）
売上高 売上高 売上高 売上高
????
売上高度 研究費 技術籔入毅 研究費 技術導入費 研究費 技術導入費
昭28 5．O 41．7 4．9 1．2 5．9 7，7
29 7．O 42．工 4．9 2．2 10．0 12．9
30 （14．5） 3．6 （15．1） 11．0 （38．O）9．1 3．9 11．8 11．6
31 （14．2） 15．9





9．1 8．9 19．9 12．3
33 （22．4） 33．4
（50．4） 20．1 （42．3）10．O 11．2 16．O 13．3
34 （20．6） 42．6 （50．8） 27．2 （47．2）11．O 12．4 19．1 10．2
35 14．0 8．5 18．5 27．6 26，7 14．7
36 13．5 10．7 16．2 26．7 26．6 14．4
，




■ 電気機滅 機械工業化学工業 工　業 ■
■
産業機械1精密機械
研究開始～生産関始 一2．5 2．1 ≒＝ 1．8 1．5
研究開始～フル操業 3．4 3，4 ■■ 一 3．0 1．8
■ 「
■ ■ ■技術導入～生産開始 ■■ 1．8 ■ 1．4 1．1 ■ 1．1
■




















































3 要　　請　　度 3．2．工場の要請 10
3．3、担当部分の要請 5
4．1．少年期　O～10％ 15












6 研　究　能　カ 6．3、能力はあるが余力はゼロ 12 ≡
6．4．能力は少いが余カはさける 8 」
6．5．能力も少く余力もない 4 一
一
＝?
1
得　　点　　合　　計
53工
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5年後の生産額に研究開発の寄与した部分比を乗じたものをいう。部分比とは，
製品に適用された場合の効果の及ぶ範囲をいい，特許特別賞審査基準を適用す
る），研究者（担当老の適務性，言十画の妥当性）の6つをあげ，これらをさら
に27の小項目に綱分し，各項目に最低2点から最高20点までの配点を与えて
いる。そして，これらを主任研究員と部長と所長がそれぞれ評価し，相互牽制
することによって評点が悉意的になるのを予防している。
　　　　　第2項　公式法による効果測定
　予め一定の公式を定めておき，これに実数を与えて解きながら総合判定を下
すのが，公式法による効果測定である。研究開発費の効果測定に関する最善の
方式は公式法であるが，研究開発費の特性上，効果測定を完全に公式化できな
いので，公式法にも重大な隈界が存することを銘記しなげれぱならない。しか
し，たとえ一定の限界はあろうとも，公式化を断念することなく，一歩一歩そ
の障害を排除してゆくことが，研究開発費管理の基本方向であらねぱたらな
い。そのための基礎として，現在，各氏によって提案されている公式法を蒐集
L検討してみれぽ，以下のとおりである。
1．オルセン法（収益指数法）
　公式法の中で最もよく知られているのは，このオルセ：■法であ私これは，
ウエスタソ・カートリヅジ杜（Westem　Ca・t・idge　C0．，）の子会杜であるオリソ
産業杜（01in　Indust・ies　C〇一，）の副杜長であるF．オルセソ氏が提案したのでこ
の名があり，内容的に・は，収益指数法（Index・f　Retum　MethOd）と称すること
もできる。㈹ここでは，次の基本理念がとられている。
　a工程研究は工程原価を節約することが目的であるし，その効果は約1年
　　しか継続しないと考えられるので，工程研究費の成果は，1年間の工程原
　　価の節約高で測定する。
　b　新製品研究は売上高を増加させることが目的であり，売上高の3％が研
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　　究成果と推定される。新製品のライフ・サイクルは概ね5年であるので，
　　新製品研究費の成果は，5年問の新製品売上高の3％で測定す私
　c　改良製品研究は売上高を増加させることが目的であり，売上高の2％が
　　研究成果と推定される。改良製品のライフ・サイクルは概ね2年であるの
　　で，改良製品研究費の成果は，2年間の改良製品売上高の2％で測定す
　　る。
　かくして，次の公式が成立する。
　研究開発収益＝Σ：（1年闘の工程原価の節約高十5年聞の各年度におげる新
　　　製品売上高の3％十2年閻の各年度におげる改良製品売上高の2％）
　研究開発収益指数＝研究開発里益の見積額×成功率
　　　　　　　　　　　　研究開発費の見積額
　たとえぽ，一連の研究開発業務に関連する収益および原価が，次のように見
積もられたとすると，
　所要の研究開発費…・・……………一・…・…・…一・……一　　2，000万円
　年間の工程原価節約高………………・・…・…・………・……・　1，000万円
　年間の新製品売上高………一一・・………・……一・…・…100，OCO万円
　年間の改良品売上高………一…・・………・……………一　50，000万円
　成　功　奉………………・………一…一・一…一…・一　　　　50％
次式により
　研究開発収益＝L000＋100，000×5×3％十50，000×2×2％＝18，000
　研究開発収益指数＝18・000×50％＝4．5
　　　　　　　　　　　　2，000
　収益指数は4．5となる。一般に躯益指数は3以上あることが望ましいとされ
ているので，当該研究開発は実施する価値があると判定される・このようなオ
ルセソ法は，研究開発が実施される以前にも以後にも使用され，前著の場合に
は計画設定の用具として，また後老の場合には事後評価の用具として利用され
る・事後評価にあたっては，収益および費用の見積りならびに成功率の予測と
いう問題は存しないので，比較的客観的な評価結果がえられ乱
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　しかしながらいずれの場合でも，一定の期間と一定の比率を決定するにあた
っては慎重な調査を行ない，この数値について関係老全員の同意をあらかじめ
得ておくことが大切である。オリソ産業でも，最初に採用して以来数次の改正
を重ねて，前記の緒論に達したのである。
2．バシ7イコ法（ブロジェクト点数法）
　収益指数法に類似したものにプロジェクト点数法（P・0ject　N・mber　Method）
があ飢プロジェクト点数法では，成功率を商業的成功率と技術的成功率に分
けそれぞれを一定の数値であらわし，これに収益及び費用等の要素を乗じてプ
ロジェクトの点数を算出し，この点数で当該研究開発費の成果を評価する。こ
の方法は，アメリカ・アルコラヅク（Ame・ican　AlcOI・c　C0・p一）のC．パシフィコ
氏が提唱したため，パシフィコ法と呼ぱれている。
　同氏は，次の算式を示し，
　プロジェクト点数＝
　　商業的成功率×技術的成功率X年生産量×（市場価格一原価）X製品寿命
　　　　　　　　　　　　　　　総研究開発費
総研究開発費には，研究費，技術費，市場拡張費，工場運用資金利子，特許料
等を含み，成功率はOカエら1までの小数で示し，バイロヅト・プラソトであれ
ぱ0．9～1，研究費も段階では9．85～0．95，まだ判然としない時は0．2ぐら
いとするとしている。胸
　たとえぼ，次のごとき資料がえられたとすると，
　技術的成功率…………一・・………・…一一・・………・　　　80劣
　商業的成功率・………………・一一一一…・・………・　　　60％
　単位当りの市場価格…・…・・……・…・一一…………・…・　　　ユ．8円
　単位当りの原価………………・・…・・……一一・・………・　　　1．3円
　年間生産量一一…一一・一…・一……・・………・3，000，000単位
　研究開発費……………一・一一…………・……一　　200，000円
　市場開発費…………一…・・……………一・・……・一　400，000円
534
89
　技術開発費……一一…・・一・一・
　製　品　寿　命……・…………1’　　…．‘
次式から計画点数は2．16となる。
400，000F『
　　3年
　プロソエクト点数＝08×06×3・000・000（1・8’1・3）×3－2．16
　　　　　　　　　　　　200，000＋400，000＋400，000
　一般にプロジェクト点数が1以下の研究開発計画は放棄すべきであるとされ
るから，当該研究開発は有望視されることになる。
3．クイーン法（プロジェクト利益率法）
　提案された研究開発プ目ジェクトの利益率を算出し，これと標準利益率を比
較して，標準利益率以上であれぱそのプロジェクトを有望なものと認めて採用
し，標準以下であれぼ，拒否する方法で，事後評価においても同じ方式で研究
開発費の効果測定を行なうことができる。ダートマース単科大学のJ．B．クイ
ーン助教授が提案している方法であるから，これをクイーソ法と呼ぶことがで
き，ブロジェクト利益率（Project　Rate　of　Retum　M・tbod）の特色を有Lてい
る。同助教授によれぽプロジェクト利益率を計算する方法には，次のよう恋も
のがあるo㈹
く1）計算リスク基準法（The　Ca1cu1ated　Risk　Basis）
　　　　　　n　　 Σ〔P（Ii）〕
　　　　　　i目o　　　R＝　　　　　　　n　　　　　　　Σ1（Oi）
　　　　　　i圭o
　ただし
　　　Ii＝i年中に当該研究プロジェクト成果からえられる純利益の見積額
　　　n：収益の発生が予期される最終の年度
　　　Pi＝i年中の扱益発生の確率
　　　Oi二i年中の投資の純増加高
　　　i＝収益と支出が発生する年数
　　　R＝投下総資金に対する予定利益率
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　上の公式によって算定した予定利益率と，許容利益を示した標準利益率を比
較し，他の無形要素が同一であれぽ標準利益率以下のプロジェクトは拒否し
標準以上のプロジェクトは採用する。
　この方法は，収益の金額及び確率や投資の金額は考慮しているが，現金流出
入の時期や資金を代替可能な他の用途に利用する際の資本コストまでは考慮し
ていないo
（2）ホスコルド変形法（The　HOskold　TransfOrmati㎝）
　　　　　　　　　D
　　　P＝　　　R・　　　　　R＋　　　　　　　　（1＋R∫）n
　ただし
　　　P＝成功した場合に当該プロジェクトからえられる収益の現価
　　　D＝当該プロジェクトが成功する場合にえられる年次収益の平均増加高
　　　R’＝当該企業に投下された資本の平均純利益率
　　　R＝現在の投資利益率
　　　n：研究費を回収しなければならない年数
　この方法では，資金を代替可能な用途に利用する際の資本コストを考慮して
いる。提案されたプロジェクトを財務面から受け入れるべきか否かを検討する
に当たっては，Pの計算値と当該プロジェクトの実際及び予定原価を比較し淀
けれぽたらたい。この公式は，複雑た内容を有しているが・それでも投資と利
益実現の閻のタイム・ラグまでは考慮Lていない。
（3）未修正利益技術法（Unadju・ted　R・tum　Technique）
　多数の会杜では，研究ブロジェクトの予定利益と原価を大まかに比較する方
法を用いているが，この場合には次の公式が使用され飢
　　　　　　n　　 　Σ（Ii〕
　　　　　　i！O　　　R＝　　　　一一　　　　　　n　　 　Σ：（Oi）
　　　　　　i－0
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　ただし
　　　R＝当該プロジェクトの投資利益率
　　　Ii＝当該プロジェクトのi年中におげる収益
　　　0F　i年中に要する支出の増加高
　　　i＝収益叉は支出が実現する年数
　　　n＝最後の収益叉は支出が実現する年数
　タイム・ラグ，確率，資金を代替可能な用途に利用する際の資本コストを考
慮していないが，この方法は簡単でプロジェクトの選定にある種の基準を提供
する。Rが大きけれぱ大きいほど，当該プロジェクトは有望視される。プロジ
ェクトが採用されるためには，最小値のR（多くの場合は税引前で30劣）が必
要とされる。
（4）現価技術法（Present　Value　Techniqu。。）
　研究プロジェクト現価は，次の公式により計算される。
　　　　　n　　　P＝Σ1〔Ci（1＋R）一i〕
　　　　　i目o
　ただし
　　　P＝当該プロジェクトの現価
　　　CF　i年中の純現金流入額
　　　i＝現金の流入が行たわれる年数
　　　n＝最終の大幅液現金流入が行たわれる年数
　　　R＝割引率
　この公式は複雑な内容を有しているが，（1＋R）一iは現価表から簡単に計算
することができる。Pを計算したたらぽ，Pの大きさの順序に研究プロジェク
トを列記して評価iを行愈う。
4．マンレイ法（R・ManleyMethod）
　ゼネラル・ミル杜（G㎝eral　Mills　COrp・）のR．マソレイ氏が，ユ954年にコロ
ソビア大学で闘催された第5回年次研究会議の席上報告した方法であって，ま
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ず次のような仮定を設けている。幽
　研究開発からえられる新製品の最終利益は，⑦新製品の研究開発費と，σ）必
要とされる新製造設備の原価とを償却し，さらに（劫新作業の金顧に必要とされ
る運転資本を回収しなけれぱならたい。
　これから次の公式が作られる。
　　　　　　　　R　　　　P＋W＋一　　　　　　　　2
　　　　　　Y　　　　　　N
　　　　　　S　　　　■　100
　　　．．．R＝2（0．01YNS＿P＿W）
　ただし
　　　P≡工場投資
　　　W＝運転資本
　　　R＝研究開発費
　　　Y＝償却期間
　　　S＝年売上高
　　　N＝最低の許容売上純利益
　この公式は完全なものではないが，売上原価と運転資本，最低許容売上利益
及び必要な償却期問との関係が，すべて考察すべき新敢引の性質に調整しうる
場合には，この算式は経営管理老に，研究開発費の予算金額を算定するための
指標を提供する。
　たとえば許容売上利益率が6劣であり，提示Lた新製品の年売上高カミ
6，000，000円と予定され，必要投資額がL500，000円と見籏られ，また経営管
理者がこの投資を5年で償却することを望む場合には，運転資本は同一とする
と，この会杜が当該製品の開発に支出する金額は次のように枚私
　　　2（0．06x5×6，000，000－1，500，000）＝600，000円
　この金額と予定原価を比較することによって，研究開発費の効果測定を行な
　538
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　93
うことができる0
5．森匡介法
　東洋高圧工業の審査課長森匡介氏がr経営実務」に発表した方法である。⑮
ここでは利益をもって開発費を評価することの必要性を指摘した後，対象とな
る利益は，当該開発費が成功して企業化された場合に計上される「予想個別利
益」であるが，この予想個別利益が満たすべき最小限の条件は，
a　企業化のために必要とされる建設費の機会利益を満たすこと（期待利益率）
b　所要開発費の機会利益を満たすこと（期待利益率）
C　技術的・商業的成功の危険性を考慮すること
としている。この前提に立って次の算式を示している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　Ir＋｛（RD＋n）r＋（RD＋x）＿｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　n　　　　　　　＝i　　　　　　　　　　　I
　　　　　　　　　　　　　l　　　Ir＋（RD＋x）（r＋一）＝ユr
　　　　　　　　　　　　　n
　ただし
　　　I＝投下資本（企業化に必要た資本で研究開発費を除く）
　　　r＝期待利益率（金利控除前）
　　　RD＝既支出の開発費
　　　x＝支出予定の開発費
　　　n＝開発費償却年隈
　　　i＝投下資本に対する予想利益率（金利控除前）
　上のうち未知数が一つで他の要素が推定可能であれぽ，種々応用範囲が考え
られる。たとえぱ，a予想収益の見通しがある場合，開発費許容支出額を求め
たり，b所要開発費から逆に必要利益を求めたり，またc開発費を取捨選択す
るのに利用される。これらのうち既支出がある場合の開発費許容隈界を試算し
てみると，次のように放る。
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　　　I＝500百万円（企業化のための投資額）
　　　r＝25％（期待利益率）
　　　RD＝10百万円（既支出額）
　　　X＝求める追加支出許容額
　　　n＝5年（開発費償却年隈）
　　　i＝30％（企業化後の予想利益率）
　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　500x0．25＋（10＋x）（0．25＋一）500×O．30　　　　　　　　　　　　　　　　　5
　　　＝125＋4．5＋0．45x；0，50
　　　x÷46（百万円）
　この結果，今後追加されるべき開発費支出隈度額は，4，600万円と算出され
る。従って，予想研究開発費がこの限度を大幅に上回る場合には，当該研究開
発は再検討する必要が生じる。
も．　目立製作所法
　日立製作所目立研究所では，㈹研究評価結果を研究メリットと呼び，次式の
ように，べ一スメリヅトとプロポーシ望ナルメリヅトの和で表わしている。
　　　T＝B＋P
　ただL
　　　T＝研究メリヅト
　　　B＝べ一スメリヅト
　　　P＝プロポーショナルメリヅト
　Bは，次式のように実際に投入した研究開発費を千円単位で表わした数値と
研究効率と水準級率を乗じたもので表わす。
　　　B＝M・E・Q
　ただし
　　　M＝研究開発費
　　　E＝研究効率
　540
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　95
　　　Q＝水準級数
　この場合，Eは同一の成果を得るために最も理想的な方法で遂行した場合に
必要と考えられる研究開発費と実際に投入した研究開発費の比をいい，次の5
段階の数値を近似値としてとる。
　　　1．5，　　0．7，　　015，　　0．35，　　0．25
　水準級率Qは・完成した研究成果の学術的・技術的水準を表わす係数で世界
的水準は2，日本の最高水準は！．5，普通の水準は1．O，やや低い水準は0．7，
低い水準は0，5とする。
　他方，Pについては，製品の場合は，次式のように製品発送高を干円単位で
表わした数値に部分比，等級率及び0．04を乗じたもので表わす。
　　　P＝0．04・D・W・C
　ただし
　　　D＝製品発送高
　　　W＝部分比
　　　C二等級率
　部分比は特許賞の査定に慣用されているもの，等級率は企業的・営業的に見
た水箪の等級を表わし，優れた水準は1，0，普通の水準は0．75，劣る水準は
0．5の3段階とする。これと0．04とを組合せて考えれぱ普通には0．3を乗じ，
優れた水準の場合は0．04，劣った場合は0，C2を乗じることにな孔
　作業改善の場合には，作業改善による実際の節約額をK（円単位）で表わす。
　なおメリヅトを計算する期問は，次のとおりである。
　　　新製品開発の場合一……………・……一…発売後3年問
　　　製品改良の場合一……………・………一発売後1年間
　　　作業改善の場合…・…一…一・・一………作業改善後！年問
　　　純基礎研究の場合一………・・一・…・………適用Lたい。
7．西沢傭法
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　以上のように公式法として各種の方式が使用されているが，ミクロ的効率測
定公式としては，筆者は次の公式を提案したい。
　　　　　　　n　　　　　　Σ〔P土．Si．A（1＋R）’i〕
　　　ER昌　1！o
　　　　　　　　n　　 　　Σ〔Ei（1＋R）一i〕
　　　　　　　　i＝O
　ただし
　　　ER＝研究開発費効率
　　　Sj＝i年中に当該プロジェクトからえられる成果（売上増加高叉は原価
　　　　　削減額）
　　　A＝プロジェクト成果のうち研究開発費成果部分
　　　Pi＝i年中のブロジェクト成果の発生確率
　　　Ei＝i年中の研究開発費の消費額
　　　i＝プロジェクト成果と研究開発費が発生する年数
　　　n＝プロジェクト成果が発生すると予想される最終年度
　　　n1＝研究開発費が消費されると予想される最終年度
　　　R二現価算定のための割引率
　ここでは，次の事項が前提とされている。
a　研究プロジェクト別に，当該プロジェクトの開始から終焉に至る全体効果
　を測定する。
b　新製品及び改良製品プロジェクトは売上増加高で，工程研究は工程原価の
節約高でプロジェクト成果を把握する・
C　各期に消費する研究開発費と，各期にえられるプロジェクト成果は，開発
時点の現価に換算して比較す私
d　E　Rはすくなくても2以上一つまりイソプヅトの2借以上のアウトプット
が必要である。
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　　　　　第3項　定量的効果測定の事例研究
　国鉄と日立製作所が共同開発した国鉄の「座席予約用電子割御装置」の場合
に例をとって，定量的効果測定の一事例を示してみよう。
　松井好氏の報告によると，㈹国鉄の全国の座席予約業務は・従来の座席の予
約は人手による台帳方式に頼ってきたが，東海道新幹線の開通後は完全に処理
しきれなくたり，このため電子技術を応用した自動化方式の開発に着手した・
そして鉄道技術研究所（以下鉄研と略称する）は日立製作所と協カして，大綱
第4図のごとき座席予約システムMARSを完成した。この開発にあたって
鉄研で使用した研究費は・第　　　第4図　座席予約系構成
8表のように全部でL627万
円（人件費は含めていない）
である。鉄研外部で使用され
た小型装置，その他の試作費
及び試験費は6，060万円で，
これは開発費にあたる。（開
発費は研究費の約3．7倍に達
＾G　T　｛
（端局装置〕：＝
東京電子センクー
一［璽コ
鰹芦「1
第8表　座席予約用電子制御装置の進展状況と投資額
年　度 研　　究　　開　　発　　の　　内　容
昭和31年一文献調査および予備的研究
　　32年　シミユレーショソ，論理設計，国路設計
　　33年　I　D　P方式の調査研究，論理設計，回路実験，仕様書草案
　　　　MAR　S一一1試作費（中央装置，予約装置）
　　　　MAR　S－1試験費
　　34年1試作装置の検討，改良案総合調整システム・テスト
　　35年1長距離エージェソド
　　　　！大型磁気ドラム，印刷機構
　　37年i東京中心の全国系装置の設傭投資
投資額
　　32蕎
　158
　608
5，000※
　　60※
　　22
　808
1，000※
87，400
注　※印は実用化試作費として鉄研以外で使用した費用
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第9表指定券類の発売コストの比較　（単位：1，OOO円）
設備投資額
金　　　　利　（a）
減価償却費（b）
人　　件　　費（C）
修　　繕　　費　（d）
諸経費（消耗品その他）（e）
収入　関係　（f）
詞一（9＝a＋b＋c＋d＋e＋f）
取扱座席数（h）
発売単価（9／365×h）
在来方式！新方式
　　79．680　　　　　　　　　　874．125
　　　5．578　　　　　　　　　　　61，189
　（利率二7分）　　（利率＝7分）
　　　3．984　　　　　　　　　　43，706
（耐用年数＝20年）1（耐用年数＝20年）
　　234．600　　　　1　　　　175，200
　（要員＝391人）■　（要員：292人）
　　　3・182　「　34・965
　　10，249　　　　，　　　　　13，垂29
　　　　　　　1△。。，・。8
　　821工25　　」（A　G　T使用料金）
　　339．718　　　　　　　　　272．761
　　24，750枚／日　　　25，O00枚／日
　　　37．6円／改　　　　29．9円／枚
Lている。しかL，試作されたMAR　S一ユ号は現実に稼動して，全国系シス
テムの一部として実用に使われているので，その試作費5，0CO万円の全部を開
発費とすることは妥当でないが，試作機の敢扱者の養成訓練等の付帯経費を加
算できないので，一応全額を開発費とみ汰す）
　この座席予約システムは全国的たもので，現在15カ所に分散している乗車
券センターの業務を東京，大阪，博多，札幌の5カ所に集約自動化してぽじめ
てこのシステムの効果が発揮できるものであるが，とりあえず東京中央装置の
経済的効果を考えてみよう。国鉄技師長室の試算では新旧方式にともなう設傭
投資，人件費，その他を比較した場合，第9表のとおりである。
　すなわち，AGT（端局窓口装置）が133台，座席取扱数が2万500座席と
したときの経済比較を行たうと上のようになる。
　投資額については，在来方式はそのほとんどヵミ電話を中心とする通信設備だ
けであったが，新方式では，巨大な電子装置を必要とするため，一ケタ大きく
たっている。
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第10表　輸入品による場合の価格の推定
項　　　　　　目 金額
MP　C　（中央コソピューター） 2台 百万円400
S　F　C　（アァイルと制御装置） 2台 150
磁　気　テ　ー　プ 4組 60
ラインプリソター 2組 40
テープリーダー　（光学的） 2台
テープリーダー　（機械的） 2台 15
そ　ニ　タ　ー　タ　イ　プ 2台
A　G　T　セ　ヅ　ト 133台 1，330
合　　　　　計 1，995
　減価償却費については，耐用年数をどちらも20年として算出Lている。収
入については，在来方武を続けた場合，自動化方式に比べて指定券の売上率が
約1％低下するものと仮定Lたが，ここでいう指定券類には特急券，寝台券，
座席指定券があり，Lかも1，2等の区別がある。また特急券には距離によっ
て料金が異なり，各種の要素がふくそうするので，厳密な計算は不可能とな
り，ざっと大まかに見稜もって売上高にもやはり1％の相違があるものと仮定
Lた。
　その具体額を昭和26年度の実績に基づいて8，312万円とし・在来方式の経
費に加算した。また，AGTセヅトを交通公杜に貸付けることになるのでその
使用料金5，572万円を新方式の経費から養引くことにした。
　このようにして指定券1枚の発売コストを比較してみると設傭完成後の初年
度において在来方式によれば37．6円，新方式在らぱ29．9円となり，約20％
の発売経費の節減となる。しかも経年とともに新方式の減価僕却に伴う投資額
の金利負担が急激に減少するので，この経費節減はさらに大きなものとなるこ
とが予想される。また売り上げの開きを5％と仮定すれぱ，77．0円と29．9円
となり，コストは約60％の節減になる。
　若しこのMARS－1号と同じ性能を持った装置を白杜の研究開発によらず
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海外から電子装置を導入して行たったと仮定Lてみよう。このようなシステム
は海外の技術調査の結果，残念ながらどこの国にも完成したものがなかったの
で，やるとすれば米国の電子計算穣メーカー｝こ発注しなげればならなかったわ
けである。オーダーメードの場合，レディーメードの計算機と比較して割高と
なるので，一応安く見積もったとしても第10表に示すように，機械装置だけ
でも約20億円の巨額に上るものと推定される。しかも，この金額には，輸送
費，据付けのための工事費，電送系との結合費等の付帯コストが含まれていな
いのでこれらを加算すると20数億円に達する。
　これに対して，第9表に示されたように自杜開発の場合の経費8慮7，400万
円の中には種々の付帯コストも含まれているので，約3分の1の投資でこの電
子装置を完成させることができたと考えられる。しかもI　BM等の同種の機種
の開発と比較しても，致命的な時間的遅れもなく，輸入品に頼らざるをえない
薯態に立ち至ったときのことを想定してみると，このMAR　S－1号の投資効
率は実に大きいものがあったといってよかろう。
注（1〕　『昭和39年度科学技術自書』　昭和39年10月　大蔵省印刷局　118頁
　（2）科学技術庁rわが国における研究開癸投資の効果測定」『科学技術調査』昭和38
　　年6月号　25頁
　（3）通産省「技術開発5年計圃」　目本経済新闘　昭和42年6月5目　翻刊
　（勾　内野晃薯『目本の研究投資』　昭和37年　産業公報杜　302～4頁
　（5〕T　F・MiHer，“Projecting　the　Pro趾ability　of　New　Product”，The　Controner，
　　Oct、，1955，p．1ユ4．
　（6〕新村出編『広辞苑』　昭和30年　岩波書店　1468及び1470頁
　（つ　上野明・武因清稿「機械工業を中心とする米国企業の研究関発活動」　野村総合
　　研究所『総合研究』　昭和42年4月号　19頁
　（8）　目本生産佳本部「研究投資の効果測定に関する調査緒果の概要」『科学技術庁月
　　報』　昭和37年8月　3頁
　（9〕科学技術庁『昭和39年版科学技術白書』　昭和39年　112～6頁
　⑩　目本能率協会産業研究所『研究開発動率化に関する調査報皆書』　昭和41年53
　　～4及び57～8頁
　Φヵ　Ca］＝l　Heyel，“Handbook　of　Industrial　Managemellt，”1959，pp．346L7．
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⑲　徳久正之著『研究管理』　昭和36年　268～9頁
⑱　C．HeyeI，op．cit．，pp．288＿289．
蝸　R．ManIey，“TransIating　Economic　Aspects　of　Company　Po1icy　into　Rese－
　arcb　Policy，”Paper　presented　at　F批h　Am〕ua工Conference　on　Ilユdustria』
　Research，Columb王乱University，工954．
崎　森匡介稿「試験研究費・開発費の把握とその管理」『経営実務』　昭和38年5月
　号　15～6頁
⑯　　「研究成果の評価法一目立研究所の事例」『生産性』　昭和38年6月号　40頁
⑰　松井好稿r座席自動予約装置の関発とその研究投資効果」『ビジネス』　昭和39
　年4月号　　118～123頁
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